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要旨 

本稿は、我が国の HⅡAロケットが、静止トランスファー軌道への打上げ能力が 5,400kg 以

上の大型ロケット打上げ市場に価格競争力を持って参入した場合の分析を行うための準備とし

て、European Space Agency（ESA）が交付している European Guaranteed Access to Space

（EGAS）という価格低減のための補助金の有効性について分析したものである。EGASとは欧

州のロケット打上げ企業 Arianespace 社に向けて年間約 2億ユーロを交付するものであり、

Arianespace社がAriane5ECAロケットを年間 6本以上打上げるための資金援助を行っている。

本稿では分析の簡略化のために以下の仮定をおいて分析した。 

① 需要関数は線形で傾きは −2 である。 

② 大型ロケット打上げ市場には欧州の Arianespace 社とロシアの International Launch 

Service（ILS）社の 2社のみ存在している。 

③ ILSの打上げる ProtonMロケットは開発費が安く、かつこれまでに 300本以上の打上げ実

績を誇るために、ロケットの打上げ 1本あたりにかかる固定費用は無視出来るほど小さい。

他方で、Arianespace 社には無視できないほどの固定費用がかかる。 

④ EGASの額は、Arianespace の赤字額と等しい。 

我々はこれらの仮定に加えて、2社の費用関数や競争の方式を様々に仮定して分析をおこなっ

た。この分析によって、EGASは全社会の社会厚生からも、欧州の社会厚生からも容認され難

いという結果を得ることができた。しかしながらこの結果は各種の仮定、とりわけ需要関数の傾

きによって大きく変わることに留意する必要がある。  

                                                   
1 本稿は、東京大学公共政策大学院の 2011年度事例研究「ミクロ経済政策・問題分析／解決策

分析Ⅲ」で行われた研究の中間レポートである。（担当教官：東京大学社会科学研究所・松村敏

弘教授、東京大学公共政策大学院・戒能一成非常勤講師）。 
2 東京大学大学院公共政策学教育部公共政策学専攻経済政策コース 専門職学位課程 2年 
3 東京大学大学院公共政策学教育部公共政策学専攻経済政策コース 専門職学位課程 2年 
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1. 本分析の目的 

我が国の H-IIA ロケットは、低価格化・信頼性向上により輸送システムの国際競争

力を高めることを目的として開発され 2001 年より運用が開始された。しかし、日本が

これまで海外からの受注に成功したのは 1件のみで、現状、国際競争力がない。その原

因のひとつに、競合する ProtonM ロケットや Ariane5 ロケットと比較し打上げ

価格が高いことが挙げられる。そこで、H-IIA ロケットがロケット打上げ市場

に価格競争力を持たせる政策を行い、参入させた場合のシミュレーションおよ

び余剰分析を行うことで我が国の宇宙輸送システム政策に対する政策提言を行

いたい。 

そのために、まず、価格低減補助を受けている Ariane5ロケットの参入に対す

る、プライスリーダーである ProtonMロケットの対応をシミュレーションし余

剰分析を行うことで政府による価格低減補助の意義を確認する。本中間報告で

は価格低減補助の意義を確認することまでを扱う。 

2. 分析対象概要 

2-1．大型ロケット打上げ市場 

本分析では、重量が 5400kg以上の衛星を静止トランスファー軌道まで打上げること

ができる能力を持つ大型ロケットの打上げ事業を対象とする。 

2-1-1．大型ロケット打上げ需要 

 打上げる衛星は年々重量化しており、2011年現在では 5400kgを超える大型衛星の需

要が最も多く、大型ロケットの需要が高まっていることが分かる（図 1）。 

大型衛星は主に静止軌道に打上げられる通信衛星、放送衛星であり、そのうち商用の

ものは 2000 年代前半頃までは毎年 30 機ほどの打上げ需要があったが、景気の悪化、

通信衛星市場の低迷などの理由から徐々に減少し、今後は毎年 20 機ほどの需要が見込

まれている（図 2）。 
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(図 1、2ともに 2010 Commercial Space Transportation Forecasts より抜粋) 

2-1-2．大型ロケット打上げ供給 

大型ロケットの打上げ事業は現在主に以下のロケットによって行われている（表 1）。 
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図 1 打上げ衛星の重量の推移と予測 
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図 2 静止衛星打上げ需要の変遷および予測 
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表１ 大型衛星打上げロケット一覧 

ロケット名 Ariane5EC

A 

ProtonM Zenit3SL DeltaⅣ 長征 3B/E HⅡA 

サービス企業 ArianeSpace ILS SeaLaunch ULA 長城工業公司 三菱重工業 

射点 ギアナ バイコヌー

ル 

赤道直下海上 米国フロリダ州 中国 西昌 種子島 

打上げ能力 10.5t 5.5t 6ｔ 4.2～13ｔ 5.5ｔ 5.8ｔ 

打上げ開始年 2002年 2000年 1999年 2002年 2007年 2001年 

打上げ成功率 95%(53/56) 92%(46/50) 91%(32/35) 93%（14/15） データなし 95%(19/20) 

開発費 9000億円 不明 不明 2750億円 不明 1802億円 

※ILSは、International Launch Service、ULAは United  Launch Allianceの略。 

打上げ能力は、静止トランスファー軌道までの打上げ能力。 

打上げ成功率は、2011年 2月 28日時点。括弧内の数字は、成功した打上げの回数／打上げた回数。 

  

① Ariane5 

Ariane5 は、人工衛星打上げ、特に商用静止衛星の 2 機同時打上げのために製造さ

れた欧州のロケットであり、Ariane5G、Ariane5G+、Ariane5GS、Ariane5ECA、

Ariane5ESATV がバリエーションとして開発されている。Ariane5G、Ariane5G+、

Ariane5GSは運用が終了しており、現在では Ariane5ECA が主流である。開発費が他

のロケットと比較して非常に高いのは、Ariane5 が Ariane1~4 の改良型ではなく、全

く新規の開発であったためである。 

Ariane5の運用が開始されたのは 1996年で、1997~1998年に相次いで起こった米国

の打上げ失敗により Ariane5はマーケットシェアを伸ばし始めた。1990年代までは米

国射場から打上げた場合の軌道投入条件が市場の標準であったが、現在では Ariane5

による軌道投入条件（赤道付近からの軌道投入）が標準となっている。 

また、マーケットシェア拡大の背景には、手厚い政府補助もある。Ariane5の打上げ

には 2004年以降 ESAより価格低減のための補助政策がおこなわれている。European 

Guaranteed Access to Space（EGAS）といわれるその政策は、2005年から 2009年に

かけて、Ariane5に係る固定費をカバーするように補助金を支給し競争力のある価格設

定を可能にすることで Ariane5 の毎年最低 6 機の打上げを目標にしている。5 年間で

9.6 億ユーロが支給された。2011 年から 2012 年の 2 年間は毎年 1.35 億ユーロが支給

される予定である。 

打上げ価格は Federal Aviation Administration（FAA）の Year in Reviewの推定値

によると 14000~24000万ドル。Ariane5は基本的に衛星 2機以上を同時に打上げるた

め、衛星打上げ需要者の直面する価格は約 1/2 以下になると考えられる。また、2008

年のリーマンショックによるユーロ安の影響、さらには、後述するが 2009 年の
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SeaLaunch社の倒産を受けて、2008年以降打上げ価格を上昇させている4。 

 

② ProtonM 

   ProtonM は、ロシアの Proton ロケットシリーズのひとつで、ProtonK、

ProtonBlockDM の改良版である。Proton シリーズはもともと ICBM（大陸間弾道ミ

サイル）として開発が開始されたがその後月探査計画などのために改良され、さらに

そうした計画が中止になったあとは宇宙ステーション（ISS）打上げなど低軌道への打

上げに利用されてきた。1997年に官需の衛星だけでなく商業衛星の打上げ事業への参

入を決定し、低軌道への打上げを担当する ProtonKを改良して ProtonMが静止衛星な

ど大型衛星の打上げのために製造された。このように ProtonMは新規開発ではなく過

去のロケットの改良を重ねて製造されているため、開発費は不明となっているが他の

ロケットに比して小さいものだと考えられる。 

   ProtonM は 2008 年のリーマンショック以降のルーブル安の影響で、商業衛星打上

げ市場においてプライスリーダーとなっている。打上げ価格は FAAの推定値によると

7000~10000万ドル。Ariane5同様、2008年以降価格が上昇している。 

 

③ Zenit3SL 

   Zenit3SL は ProtonK の改良版である Zenit3 から派生したロケットで、ロケットの

1 段目、2 段目がウクライナ製、3 段目がロシア製で、3 段目は ProtonBlockDM にも

用いられているものである。 

   Zenit3SLを打上げる SeaLaunch 社は、米国の Boeing、ロシアの Energia、ノルウ

ェーの Aker Solutions、ウクライナの SDO Yuzhnoyeの 4社で立ち上げたベンチャー

企業で、Boeing が筆頭株主であった。しかし、2007 年に起きた打上げ失敗が原因で

Sealaunch社は 2009年に破産、再生法の適用を受け、2010年に ILSの株主でもある

ロシアの企業、Energia Overseas Limited が筆頭株主となり 2011年よりロケットの

打上げを再開する。 

   打上げ価格はFAAの推定値によると7000～10000万ドルでProtonMと同じであり、

価格の推移も ProtonMと一致している。 

    

④ DeltaⅣ、AtlasⅤ 

   DeltaⅣは1960年から打上げが継続されているDeltaロケットシリーズの最新型で、

2002年に商業衛星打上げ市場に参入したが、一時期高コストなどを理由に商業衛星打

                                                   
4 2010年 5月 1日付、Space News「Arianespace 2009 Revenue Boosted by Higher Launch 

Rate」による。 

http://www.spacenews.com/launch/100105-arianespace-revenue-boosted-launch-prices.

html (2012年 9月 13日閲覧) 

 

http://www.spacenews.com/launch/100105-arianespace-revenue-boosted-launch-prices.html
http://www.spacenews.com/launch/100105-arianespace-revenue-boosted-launch-prices.html
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上げ市場から撤退し、その後も商業的な打上げはほとんど行われておらず、官需、軍

需の打上げが多い。DeltaⅣはミディアム、ミディアム+ (4,2)、ミディアム+ (5,2)、

ミディアム+ (5,4)、ヘビーの 5種類があり、ペイロードの規模と重量によって

使い分ける。静止トランスファー軌道への打上げ能力が 5400kg 以上を持つの

はミディアム+ (5,4)とヘビーである。 

   AtlasⅤも Delta同様歴史が古く、1960年代から打上げが継続されている Atlasロケ

ットシリーズの最新型である。AtlasⅤは 401、431、551、HLV の 4 種類があり、ペ

イロードの規模と重量によって使い分ける。静止トランスファー軌道への打上

げ能力が 5400kg 以上を持つのは 431、551、HLV の 3種類である。打上げ以降高

い成功率を維持しているが、商業受注は少なく、官需に利用される。 

 

⑤ 長征 3B/E 

   長征3B/Eは中国が静止軌道に衛星を送るために開発した長征3号の改良型である長

征 3Bの強化型で、予想されていた 2000年代の衛星重量化を見据え静止トランスファ

ー軌道に 5t 近い衛星を打上げられる性能を持つように開発された長征 3B をさらに静

止トランスファー軌道に 5.5tまで運べるようにしたロケットである。2007年に打上げ

が開始された新しいロケットであり、データがない。長征 3B/Eのもととなっている長

征 3B の打上げ価格は FAA の推定値によると 5000 万ドルと他のロケットに比べて安

価であるが、打上げの成功率が 90%と低く信頼性が高くない。また、米国のミサイル

技術拡散防止の法律により、米国製部品を用いた衛星の中国への輸出が禁止されてい

ることから、実質的に受注は困難な状況にある。 

 

⑥ HⅡA 

   HⅡAは、日本初の純国産ロケット「H－Ⅱ」で培われた技術をもとに、人工衛星の打上げ・

国際宇宙ステーションへの補給などの多様な輸送需要に、高い信頼性を確保しつつ、低コストで

対応するために開発されたロケットである。しかし、開発がすすめられてきた 1990年代後半以

降、打上げる衛星の大型化、価格競争の激化などの市場の変化があり、実用段階に入った 2001

年にはすでに需要に対応できない面が多く、2011年現在までの商業受注は 1回のみである。こ

の受注での HⅡA の打上げ価格は FAA の推定値によると 12000 万ドルであるが、これ

は他の衛星との同時打上げのため価格を安く提示できたためである。 

 

上記のロケットによる打上げ回数の変遷を図 3に示す。 
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    ※2004年、2005年の Ariane5ECAのシェアには Ariane5Gもシェアに含む。 

      DeltaⅣはミディアム+ (5,4)とヘビーの合計、AtlasⅤは 431、551、HLVの合計。 

      長征 3B/Eの 2009年、2010年の打上げ本数は 1か 0だが、詳細データがないため 0としている。 

 

  図から、Ariane5ECA、ProtonM、Zenit3SL ロケットの打上げ本数が多いことが分か

る。 

 こうした打上げ本数の差の背景には、以下の 3つの要因があると考えられる。 

 

① 価格 

上位の 3 ロケットは他のロケットに比べ打上げ価格が安い。プライスリーダーの

ProtonM は開発費が安く Proton シリーズとしての打上げ経験の豊富さから固定費な

どが安く抑えられ、低価格を実現できると考えられる。Zenit3SL ロケットも旧ソ連時

代に開発され、それがロシアとウクライナに継続して改良されていることから、

ProtonMに近い費用構造をしていると考えられる。さらに Ariane5は価格低減補助を

受けており、ProtonM や Zenit3SL より若干価格は高いが対抗できる価格設定が可能

である。 

 

② 信頼性 

衛星打上げ需要者は信頼性の高いロケットによる打上げを好む。特に商業衛星の打

上げは商業衛星打上げ実績の差が大きく影響する。さらに、リスクをカバーするため

保険をかけるのが通例であるが、保険はこれまでの打上げ実績、成功率に大きく依存

するため、例えば中国の長征 3Bは打上げ価格は安いが打上げ成功率が低く、保険料が

高くつくと考えられる。 
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③ 射場 

静止トランスファー軌道への打上げは、射場が赤道に近ければ近いほど燃料が少な

くて済み、その分衛星の寿命を延ばせることから需要者にとって好都合である。その

ため、緯度 6 度にある Ariane5 の射場、赤道直下にある Zenit3SL の射場は好条件で

あるといえる。 

  

 こうした市場の状況から、以下の分析では簡略化のため DeltaⅣ、AtlasⅤ、長征 3B、H

ⅡAは分析から除外して考える。 

3. 分析 

3-1. 分析における仮定 

宇宙開発は商業的な目的のみならず軍事的な目的も併せ持ち、各国の宇宙開発に関する

データの公開は非常に限定的である。このような限られたデータから分析をおこなうため

には、いくつかの仮定を置かざるを得ない。本稿においては、我々は以下のような仮定を

置いた。 

 

① Ariane5ECAはその他のロケット 2本分としてカウントする。 

先述の通り、Ariane5ECA は 1 度に 2 機以上の大型衛星を静止軌道に打上げること

ができることに特徴があり、ProtonMや Zenit3SLと比較しても打上げ能力は約 2倍、

価格も約 2 倍となっている。そこで、Ariane5ECA の打上げ数を 2 倍にしたものを

Arianespaceの打上げロケット数としてカウントし、価格についてもこれを半分にした

ものを Arianespace の打上げ価格とみなす。すなわち 2009 年には Ariane5ECA が 6

本、それぞれ$220M で打上げられたので、これを 12 本のロケットがそれぞれ$110M

で打上げられたものとみなす。 

   

② 大型ロケット打上げ市場には Arianespaceと ILSの 2社のみが存在する。 

経年的なシェアの推移を見ると、近年では Arianespace と ILS がシェアの大半を占

めており、加えて米国や中国、日本の打上げロケットは政府の衛星を打上げることが

主である。したがって先述のように、分析の簡略化のために Arianespace と ILS 以外

の打上げサービス企業については考えない。なお、近年では Sealaunch が大きなシェ

アを持つこともあったため、分析 7では Sealaunch を含めた 3社が市場に存在すると

して分析を行っている。 
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③ ILSは固定資産の減価償却が終わっており固定費用がかからない一方で、Arianespace

は固定費用がかかる。 

ILSの打上げる ProtonMロケットは、開発費が安く、かつこれまでに 300本以上の

打上げの実績があることから、ロケット１本の打上げかかる開発費や工場設備等の固

定費用は非常に小さいと考えられる。したがって、ILSは固定費用がかからないと仮定

する。他方で、Arianespaceは開発費や工場設備などの固定費用がかかることを想定し

て分析を行う。なお、分析 7 における Sealaunch についても、Zenit3SL が ProtonM

をベースとしていることを鑑みて、固定費用がないことを仮定している。 

   

④ 需要関数は線形で、傾きは −2 である。 

需要関数に関しては、その形状について推定することが非常に困難であると考えら

れる。したがって、単純化のために需要関数は 𝑝 = 𝑎 − 𝑏𝑞 のように線形で、かつ傾き 𝑏 

が −2 であることを仮定する。なお、需要関数の傾きについては感度分析の対象として

いる。 

 

⑤ Arianespaceの 1年間の赤字は$270Mである。 

EGASによって 2005年から 2009年の 5年間で €960M 、年間では €192M ≈ $270M 5

の援助が Arianespace になされている。我々はこれを Arianespace の赤字補填と解釈

し、Arianespaceの 2009年の赤字額が$270Mであると仮定する。 

   

⑥ Ariane5ECA、Ariane5GS、ProtonM、Zenit3SLは同質的である。 

実際は各企業のロケットはそれぞれ信頼性や射場の位置によって違いはあるが、仮

定①で述べたように Ariane5ECA をその他のロケット 2 本分とみなす以外では、単純

化のために各ロケットの違いは本分析では無視して考える。 

   

⑦ 商業ロケットの打上げと非商業ロケットの打上げは区別しない。 

 ロケットには商業打上げと非商業打上げの 2 つがあり、非商業打上げでは軍事用の

衛星やその他政府の気象衛星等が打上げられている。非商業打上げでは打上げサービ

ス企業間での競争がないと考えられるため、本来であれば商業打上げと非商業打上げ

を区別して考えるべきである。しかしながら、分析の簡略化のために本分析では両者

を区別せずに取り扱う。このことより、非商業打上げでは打上げ価格は公開されてい

ないが、商業打上げの場合と等しい価格を軍や政府が打上げサービス企業に支払って

いることとなる。 

 

                                                   
5 €1 = $1.4 として計算。三菱UFJリサーチ＆コンサルティング HP「外国為替相場：2009

年平均」にて、2009年の年間平均 TTSが €1 = $1.3926 … であったことより。 
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また、2009年における大型ロケットの打上げ本数と打上げ価格は、以下のようである。 

表 2：2009年の大型ロケット打上げ本数 

 

 

仮定①により Ariane5ECA の打上げ数は 12であり、打上げ価格は $110M ≈ $100M であ

る。また、仮定⑥より Ariane5GS と Ariane5ECA を同一であると考えることから、

Arianespaceの打上げロケット総数は 6 × 2 + 1 = 13、打上げ価格は$100Mであるとみなす。

さらに仮定②より、ロシアと欧州以外のロケットの打上げは考慮しない。これまでに述べ

た仮定と 2009年の打上げ実績から、我々は以下を得る。 

需要関数:  𝑝 = 𝑎 − 2𝑞, 𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒  𝑞 = 𝑞𝐴 + 𝑞𝐼 (1)  

均衡：𝑝∗ = 100,   𝑞𝐴
∗ = 13,   𝑞𝐼

∗ = 9,   𝑞∗ =  𝑞𝐴
∗ + 𝑞𝐼

∗ = 22,   𝜋𝐴
∗ = −270 (2)  

ここで、𝑝 はロケット 1本あたりの打上げ価格、𝑞𝑖  は 𝑖 社の打上げロケット数、 𝜋𝑖  は𝑖 社の

利潤を示し、添字の A、I はそれぞれ Arianespace と ILS を意味するものとする。なお、

以降の価格や利潤、費用の単位はすべて 100万ドルである。 

3-2. パラメータの推定（分析 1～7） 

本節では、Arianespace、ILSの行動原理、Arianespaceと ILSの費用関数、市場でのプ

レーヤー数の仮定を様々に変えて、それぞれ需要関数、費用関数の推定を行う。なお以下

の 𝐹 は Arianespaceの固定費用を示している。 

分析 1 

【Arianespace】 

EGASなし：Cournot競争、 EGASあり：競争的 

費用関数：c𝐴(𝑞𝐴) = 𝐹 + 𝛼𝑞𝐴 + 𝛽𝑞𝐴
2 

【ILS】 

Cournot競争 

開発国 サービス企業 ロケット名 打上げ数 価格
ロシア ILS ProtonM 9 $100M

Ariane5ECA 6 $220M
Ariane5GS 1 非公開

協業 SeaLaunch Zenit3SL 1 $100M
DeltaⅣmedium+ 2 $170M
DeltaⅣheavy 1 非公開
AtlasⅤ421 1 非公開
AtlasⅤ431 1 $125M
HⅡA2024 1 非公開
HⅡB 1 非公開

中国 長城工業公司 長征3B 1 非公開

欧州 Arianespace

米国 ULA

日本 三菱重工
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費用関数：𝑐𝐼(𝑞𝐼) = 𝛼𝑞𝐼 + 𝛽𝑞𝐼
2 

 

Arianespaceは競争的に行動するため、 

max
𝑞𝐴

  𝜋𝐴(𝑞𝐴) = 𝑝𝑞𝐴 − 𝐹 − 𝛼𝑞𝐴 − 𝛽𝑞𝐴
2 (3)  

なる最適化問題を解く。FOCより、 

𝑝 − 𝛼 − 2𝛽𝑞𝐴 = 0 (4)  

を得る。他方で ILSは Cournotモデルに従って行動するため、 

𝜋𝐼(𝑞𝐼) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼)]𝑞𝐼 − 𝛼𝑞𝐼 − 𝛽𝑞𝐼
2 (5)  

を最大化するように行動する。FOC より、 

𝑎 − 2𝑞𝐴 − 4𝑞𝐼 − 𝛼 − 2𝛽𝑞𝐼 = 0 (6)  

である。均衡では、 

𝑝∗ = 100,   𝑞𝐴
∗ = 13,   𝑞𝐼

∗ = 9,   𝑞∗ = 22,   𝜋𝐴
∗ = −270 (7)  

が成立することから、 

100 = 𝑎 − 44 (8)  

100 − 𝛼 − 26𝛽 = 0 (9)  

𝑎 − 62 − 𝛼 − 18𝛽 = 0 (10)  

1300 − 𝐹 − 13𝛼 − 169𝛽 = −270 (11)  

が得られる。これらを連立させて解くことにより、 

𝑎 = 144, 𝛼 = 41.5, 𝛽 = 2.25, 𝐹 = 550 (12)  

が得られる。 

分析 2 

【Arianespace】 

EGASなし：Cournot競争、 EGASあり：競争的 

費用関数：c𝐴(𝑞𝐴) = 𝐹 + 𝛼𝑞𝐴 + 𝛽𝑞𝐴
2 

【ILS】 

参入阻止 

費用関数：𝑐𝐼(𝑞𝐼) = 𝛼𝑞𝐼 + 𝛽𝑞𝐼
2 

 

 Arianespaceと ILSが Cournot競争をしていると仮定する。Arianespaceは、 

𝜋𝐴(𝑞𝐴) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼)]𝑞𝐴 − 𝐹 − 𝛼𝑞𝐴 − 𝛽𝑞𝐴
2 (13)  

を最大化するように行動する。FOC より Arianespaceの最適反応 �̂�𝐴 は、 

𝑎 − 2𝑞𝐼 − 4𝑞𝐴 − 𝛼 − 2𝛽𝑞𝐴 = 0 (14)  

∴  �̂�𝐴(𝑞𝐼) =
𝑎 − 2𝑞𝐼 − 𝛼

4 + 2𝛽
 (15)  
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である。ILS は、Arianespace が最適反応を行うときに Arianespace の利潤がちょうど 0

と等しくなるように打上げロケット数を決定する。したがって、 

𝜋𝐴[�̂�𝐴(𝑞𝐼
∗)] = [𝑎 − 2(�̂�𝐴 + 𝑞𝐼

∗)]�̂�𝐴 − 𝐹 − 𝛼�̂�𝐴 − 𝛽�̂�𝐴
2 = 0 (16)  

を満たすように、𝑞𝐼
∗ は決定される。実際には Arianespaceは EGASの補助金を受け、競争

的に行動している。したがって、Arianespaceは 

max
𝑞𝐴

  𝜋𝐴(𝑞𝐴) = 𝑝𝑞𝐴 − 𝐹 − 𝛼𝑞𝐴 − 𝛽𝑞𝐴
2 (17)  

なる最適化問題を解く。FOCより、 

𝑝 − 𝛼 − 2𝛽𝑞𝐴 = 0 (18)  

を得る。均衡では、 

𝑝∗ = 100,   𝑞𝐴
∗ = 13,   𝑞𝐼

∗ = 9,   𝑞∗ = 22,   𝜋𝐴
∗ = −270 (19)  

が成立することから、 

100 = 𝑎 − 44 (20)  

100 − 𝛼 − 26𝛽 = 0 (21)  

(𝑎 − 10𝑏 − 𝛼)2 = 4(𝑏 + 𝛽)𝐹 (22)  

1300 − 𝐹 − 13𝛼 − 169𝛽 = −270 (23)  

が得られる。これらを連立させて解くことにより、 

𝑎 = 144, 𝛼 = 136, 𝛽 ≈ −1.4, 𝐹 = 37.8 (24)  

が得られる。ここで、 𝛽 が負であると推定されたことに注意すると、これは Arianespace

の最適解が FOCによって特徴付けられることと矛盾する。したがって、この推定値は意味

をなさないものである。 

分析 3 

【Arianespace】 

EGASなし：Cournot競争、 EGASあり：利潤最大化しない 

費用関数：c𝐴(𝑞𝐴) = 𝐹 + 𝛼𝑞𝐴 

【ILS】 

参入阻止 

費用関数：𝑐𝐼(𝑞𝐼) = 𝛼𝑞𝐼 

 

 Arianespaceと ILSが Cournot競争をしているとき、Arianespaceは、 

𝜋𝐴(𝑞𝐴) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼)]𝑞𝐴 − 𝐹 − 𝛼𝑞𝐴 (25)  

を最大化するように行動する。FOC より Arianespaceの最適反応 �̂�𝐴 は、 

∴  �̂�𝐴(𝑞𝐼) =
1

4
 (𝑎 − 2𝑞𝐼 − 𝛼) (26)  

である。ILS は Arianespace が最適反応を行うときに Arianespace の利潤が 0 となるよう
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に打上げロケット数を決定する。したがって 𝑞𝐼
∗ は、 

𝜋𝐴[�̂�𝐴(𝑞𝐼
∗)] = [𝑎 − 2(�̂�𝐴 + 𝑞𝐼

∗)]�̂�𝐴 − 𝐹 − 𝛼�̂�𝐴 = 0 (27)  

を満たすように決定される。しかしながら実際は、Arianespace は EGAS の援助を受け、

利潤最大化とは別の目的で打上げロケット数を 𝑞𝐴
∗ = 13 となるように決定している。このと

きの Arianespaceの利潤は$270Mの赤字であるので、 

(𝑎 − 44) × 12 − 𝐹 − 12𝛼 = −270 (28)  

となる。均衡では、 

𝑝∗ = 100,   𝑞𝐴
∗ = 13,   𝑞𝐼

∗ = 9,   𝑞∗ = 22,   𝜋𝐴
∗ = −270 (29)  

が成立することから、(3)、(4) を踏まえて、 

100 = 𝑎 − 44 (30)  

1

4
[𝑎 −

1

2
(𝑎 − 18 − 𝛼) − 20] (𝑎 − 18 − 𝛼) − 𝐹 −

1

4
 𝛼(𝑎 − 18 − 𝛼) = 0 (31)  

1300 − 𝐹 − 13𝛼 = −270 (32)  

が得られる。これらを連立させて解くことにより、 

𝑎 = 144, 𝛼 ≈ 27.5, 𝐹 ≈ 1212 (33)  

が得られる。 

（ここで、実際には 𝛼 ≈ 120  𝑜𝑟  27.5  と求められたが、𝛼 ≈ 120  の場合には 𝐹 の値が極め

て小さくなるため（約 4）、𝛼 ≈ 27.5  の場合のみを考える。） 

分析 4 

【Arianespace】 

EGASなし：Cournot競争、 EGASあり：Cournot競争 

費用関数：c𝐴(𝑞𝐴) = 𝐹 + 𝛼𝑞𝐴 

【ILS】 

Cournot競争 

費用関数：𝑐𝐼(𝑞𝐼) = 𝛽𝑞𝐼 

 

Arianespaceと ILSはそれぞれ以下の最適化問題に直面している。 

max
𝑞𝐴

  𝜋𝐴(𝑞𝐴) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼)]𝑞𝐴 − 𝐹 − 𝛼𝑞𝐴 (34)  

max
𝑞𝐼

  𝜋𝐼(𝑞𝐼) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼)]𝑞𝐼 − 𝛽𝑞𝐼 (35)  

FOCより、 

𝑞𝐴 =
1

4
 (𝑎 − 2𝑞𝐼 − 𝛼) (36)  

𝑞𝐼 =
1

4
 (𝑎 − 2𝑞𝐴 − 𝛽) (37)  

が得られる。これを連立させて解くことにより、 
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𝑞𝐴 =
1

6
 (𝑎 − 2𝛼 + 𝛽) (38)  

𝑞𝐼 =
1

6
 (𝑎 + 𝛼 − 2𝛽) (39)  

となる。均衡では、 

𝑝∗ = 100,   𝑞𝐴
∗ = 13,   𝑞𝐼

∗ = 9,   𝑞∗ = 22,   𝜋𝐴
∗ = −270 (40)  

が成立することから、Arianespaceの赤字が$270Mであることにも注意すると、 

100 = 𝑎 − 44 (41)  

1

6
 (𝑎 − 2𝛼 + 𝛽) = 13 (42)  

1

6
 (𝑎 + 𝛼 − 2𝛽) = 9 (43)  

1300 − 𝐹 − 13𝛼 = −270 (44)  

が得られる。これを解くと、 

𝑎 = 144, 𝛼 = 74,  𝛽 = 82, 𝐹 = 608 (45)  

となる。 

分析 5 

【Arianespace】 

EGASなし：Cournot競争、 EGASあり：利潤最大化しない 

費用関数：c𝐴(𝑞𝐴) = 𝐹 + 𝛼𝑞𝐴 

【ILS】 

Cournot競争 

費用関数：𝑐𝐼(𝑞𝐼) = 𝛼𝑞𝐼 

 

 ILSは以下の最適化問題に直面している。 

max
𝑞𝐼

  𝜋𝐼(𝑞𝐼) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼)]𝑞𝐼 − 𝛼𝑞𝐼 (46)  

ここで、Arianespaceが利潤最大化とは別の目的で 13本のロケットを打上げることを ILS

が知っていると仮定すると、問題は以下のように書き換えることができる。 

max
𝑞𝐼

  𝜋𝐼(𝑞𝐼) = [𝑎 − 2(13 + 𝑞𝐼)]𝑞𝐼 − 𝛼𝑞𝐼 (47)  

FOCより、 

𝑞𝐼 =
1

4
 (𝑎 − 26 − 𝛼) (48)  

である。均衡では、 

𝑝∗ = 100,   𝑞𝐴
∗ = 13,   𝑞𝐼

∗ = 9,   𝑞∗ = 22,   𝜋𝐴
∗ = −270 (49)  

が成立することから、Arianespaceの赤字が$270Mであることにも注意すると、 
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100 = 𝑎 − 43 (50)  

1

4
 (𝑎 − 26 − 𝛼) = 9 (51)  

1300 − 𝐹 − 13𝛼 = −270 (52)  

となる。これを解くと、 

𝑎 = 144, 𝛼 = 82, 𝐹 = 404 (53)  

が得られる。 

分析 6 

【Arianespace】 

EGASなし：Cournot競争、 EGASあり：競争的 

費用関数：c𝐴(𝑞𝐴) = 𝐹 + 𝛼𝑞𝐴 

【ILS】 

Cournot競争 

費用関数：𝑐𝐼(𝑞𝐼) = 𝛽𝑞𝐼 

 

Arianespaceは競争的に行動するため、 

max
𝑞𝐴

  𝜋𝐴(𝑞𝐴) = 𝑝𝑞𝐴 − 𝐹 − 𝛼𝑞𝐴 (54)  

なる最適化問題を解く。Arianespaceの供給関数は、 

𝑞𝐴 = {

   0   𝑖𝑓 𝑝 < 𝛼

  [0, ∞) 𝑖𝑓 𝑝 = 𝛼
  ∞  𝑖𝑓 𝑝 > 𝛼

 (55)  

である。他方で ILSは Cournotモデルに従って行動するため、 

𝜋𝐼(𝑞𝐼) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼)]𝑞𝐼 − 𝛽𝑞𝐼 (56)  

を最大化するように行動する。FOC より、 

𝑎 − 2𝑞𝐴 − 4𝑞𝐼 − 𝛽 = 0 (57)  

である。均衡では、 

𝑝∗ = 100,   𝑞𝐴
∗ = 13,   𝑞𝐼

∗ = 9,   𝑞∗ = 22,   𝜋𝐴
∗ = −270 (58)  

が成立することから、Arianespaceの赤字が$270Mであることに注意すると、 

100 = 𝑎 − 44 (59)  

100 = α (60)  

𝑎 − 62 − 𝛽 = 0 (61)  

1300 − 𝐹 − 13𝛼 = −270 (62)  

が得られる。これらを連立させて解くことにより、 

𝑎 = 144, 𝛼 = 100, 𝛽 = 82, 𝐹 = 270 (63)  

が得られる。 
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分析 7 

 分析 7 では、Arianespace と ILS のほかに、Sealaunch も市場のプレーヤーとして取り

扱う。分析 7 においてもこれまでのものと表記に変わりわないが、添字の S が Sealaunch

を表すことに留意されたい。 

【Arianespace】 

EGASなし：Cournot競争、 EGASあり：Cournot競争 

費用関数：c𝐴(𝑞𝐴) = 𝐹 + 𝛼𝑞𝐴 

【ILS】 

Cournot競争 

費用関数：𝑐𝐼(𝑞𝐼) = 𝛽𝑞𝐼 

【Sealaunch】 

Cournot競争 

費用関数：𝑐𝑆(𝑞𝑆) = 𝛾𝑞S 

 

Arianespaceと ILS、Sealaunchはそれぞれ以下の最適化問題に直面している。 

max
𝑞𝐴

  𝜋𝐴(𝑞𝐴) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼 + 𝑞𝑆)]𝑞𝐴 − 𝐹 − 𝛼𝑞𝐴 (64)  

max
𝑞𝐼

  𝜋𝐼(𝑞𝐼) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼 + 𝑞𝑆)]𝑞𝐼 − 𝛽𝑞𝐼 (65)  

max
𝑞𝑆

  𝜋𝑆(𝑞𝑆) = [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼 + 𝑞𝑆)]𝑞𝑆 − 𝛾𝑞𝑆 (66)  

FOCより、 

𝑞𝐴 =
1

4
 [𝑎 − 2(𝑞𝐼 + 𝑞𝑆) − 𝛼] (67)  

𝑞𝐼 =
1

4
 [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝑆) − 𝛽] (68)  

𝑞𝑆 =
1

4
 [𝑎 − 2(𝑞𝐴 + 𝑞𝐼) − 𝛾] (69)  

が得られる。均衡では、 

𝑝∗ = 100,   𝑞𝐴
∗ = 13,   𝑞𝐼

∗ = 9,   𝑞𝑠
∗ = 1,   𝑞∗ = 23,   𝜋𝐴

∗ = −270 (70)  

が成立することから、 

100 = 𝑎 − 46 (71)  

13 =
1

4
 [𝑎 − 20 − 𝛼] (72)  

9 =
1

4
 [𝑎 − 26 − 𝛽] (73)  
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1 =
1

4
 [𝑎 − 42 − 𝛾] (74)  

1300 − 𝐹 − 13𝛼 = −270 (75)  

が得られる。これを解くと、 

𝑎 = 146, 𝛼 = 74,  𝛽 = 82, 𝛾 = 98, 𝐹 = 608 (76)  

となる。 

3-3. EGASの正当性に関する分析 

 本節では、前節で求めたパラメータの値を用いて、EGAS は経済学的な観点から正当化

されうるか否かを分析する。 

3-3-1. EGASによる余剰の変化 

 まず、EGASが行われる場合を考える。この場合、固定資産の減価償却が必要な 15年の

間 Arianespaceは EGASの援助を受ける。そして、固定資産の減価償却が終わって以降は、

EGASの援助がなくなると同時にArianespaceの固定費用もなくなり、Arianespaceと ILS

（分析7においてはこの2社にSealaunchが加わる）とがCournot競争を行うものとする。 

次に、EGAS が行われない場合を考える。この場合は、Arianespace と ILS が Cournot

競争を行うこととなる。しかしながら、この場合は Arianespace の利潤が負となるため、

Arianespace は大型ロケット打上げ市場に参入しない（この議論は後に検証される）。した

がって EGAS がない場合には ILS の完全独占（分析 7 においては ILS と Sealaunch の寡

占）となる。 

 以上の議論から EGASの正当性を議論するためには、 

① EGASが行われる場合 1（固定資産の減価償却が必要な 15年間） 

② EGASが行われる場合 2（固定資産の減価償却が終わって以降） 

③ EGASが行われない場合（Arianespaceが参入しない場合） 

の 3つのケースの余剰を求め、それらを比較する必要がある。 

ケース 1：EGASが行われる場合 1（固定資産の減価償却が必要な 15年間） 

 固定資産の減価償却が必要な 15 年間の打上げ価格 𝑝  、企業 𝑖 の打上げロケット数 𝑞𝑖  、

消費者余剰 𝐶𝑆  、企業 𝑖 の利潤 𝜋𝑖  、そして総余剰 𝑆𝑆  はそれぞれ以下のように求められ

る。 

 

表 3：ケース 1における余剰 
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ケース 2：EGASが行われる場合 2（固定資産の減価償却が終わって以降） 

 固定資産の減価償却が終わって以降の打上げ価格 𝑝′ 、企業 𝑖 の打上げロケット数 𝑞𝑖
′ 、消

費者余剰 𝐶𝑆′ 、企業 𝑖 の利潤 𝜋𝑖
′ 、そして総余剰 𝑆𝑆′ はそれぞれ以下のように求められる。 

 

表 4：ケース 2における余剰 

 

 

ケース 3：EGASが行われない場合（Arianespaceが参入しない場合） 

 固定資産の減価償却が終わって以降の打上げ価格 𝑝′′ 、企業 𝑖 の打上げロケット数 𝑞𝑖
′′ 、消

費者余剰 𝐶𝑆′′ 、企業 𝑖 の利潤 𝜋𝑖
′′ 、そして総余剰 𝑆𝑆′′ はそれぞれ以下のように求められる。 

 

表 5：ケース 3における余剰 

 

  

p q_A q_I q_S CS π _A π _I π _S SS
分析1 100 13 9 484 -270 344.3 558.3
分析2 100 13 9 484 -270 -210.2 3.8
分析3 100 13 9 484 -270 652.3 866.3
分析4 100 13 9 484 -270 162 376
分析5 100 13 9 484 -270 162 376
分析6 100 13 9 484 -270 162 376
分析7 100 13 9 1 529 -270 162 2 423

ケース1

p' q_A' q_I' q_S' CS' π _A' π _I' π _S' SS'
分析1 105.0 9.8 9.8 381.2 405 405 1191.2
分析2 133.8 2.5 2.5 25.9 4.1 4.1 34
分析3 66.3 19.4 19.4 1507.4 753.7 753.7 3014.8
分析4 100 13 9 484 338 162 984
分析5 102.7 10.3 10.3 427.1 213.6 213.6 854.2
分析6 108.7 4.3 13.3 312.1 37.6 1093.6 1443.2
分析7 100 13 9 1 529 338 202.5 2.5 1072

ケース2

p" q_I" q_S" CS" π _I" π _S" SS"
分析1 119.9 12.1 130 618 748
分析2 130.8 6.6 40.6 27.3 68
分析3 85.8 29.1 790.7 1695.8 2486.5
分析4 113 15.5 225 604.5 829.5
分析5 113 15.5 225 480.5 705.5
分析6 122 11 110.3 440 550.3
分析7 108.7 13.3 5.3 348.4 355.6 56.9 760.9

ケース3
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以下では、これまでに求めた結果から EGASの正当性について議論を行う。EGASの正

当性を述べる上では、全世界の社会厚生の観点からの議論と、欧州の社会厚生の観点から

の議論の 2つに分けることができる。 

3-3-2. 全世界の社会厚生の観点から 

 いま、 

𝑆𝑆 × 15 + 𝑆𝑆′ × 𝑛1 = 𝑆𝑆′′ × (15 + 𝑛1) (77)  

となるように 𝑛1 を定義する。このとき、Arianespace が固定資産の減価償却が終わって以

降に 𝑛1 年間 Ariane5ECA の運用を行うのであれば、全世界の社会厚生の観点から EGAS

が正当化されることとなる。分析 1～7における 𝑛1の値は、それぞれ以下のように求められ

る。 

 

表 6：𝑛1の値 

 

 

3-3-3. 欧州の社会厚生の観点から 

 ここでは、全世界の打上げロケット数のうち 𝑘  割合を欧州の衛星の打上げに利用してい

るものとする。すなわち CS のうち 𝑘  割合を欧州が享受するものであると考える。このと

き、欧州が享受する余剰は、Arianespaceの利潤と CSの 𝑘 割合との和である。いま、 

(𝜋𝐴 + 𝐶𝑆 × 𝑘) × 15 + (𝜋𝐴
′ + 𝐶𝑆′ × 𝑘) × 𝑛2 = 𝐶𝑆′′ × 𝑘 × (15 + 𝑛2) (78)  

のように 𝑛2 を定義する。すると、減価償却が終わって以降に 𝑛2 年間以上 Ariane5ECA を

使用するとき、欧州の社会厚生の観点から EGASは正当化されることとなる。2009年には

 𝑘 = 0.27 ≈ 0.3 であるため、この場合の 𝑛2 の値は以下のように求められる。 

 

表 7：𝑛2の値 

 

 

3-3-4. 結果の解釈 

  𝑛1 の値は平均で約 20、また、外れ値である分析 2 の値を除いた 𝑛2 の値が平均で約 15

である。したがって Ariane5 の運用を 30 年強以上行うのであれば、この観点から EGAS

は正当化されると言える。しかしながら、Ariane3 の運用年数が 4 年間（1984～1988）、

分析1 分析2 分析3 分析4 分析5 分析6 分析7
n_1 7.2 -27.2 53.4 50.5 38.7 3.1 18.8

分析1 分析2 分析3 分析4 分析5 分析6 分析7
n_2 30.9 -1610.6 6.0 7.2 11.0 25.5 8.3
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Ariane4の運用年数が 15年間（1988～2003）であったことを考慮すると、Ariane5の運用

年数が 30年以上となることは想定しがたいであろう。しかしながら、この結果の解釈につ

いては注意が必要である。 

まず、 𝑛1 と 𝑛2 の値は分析 1~7 で大きく異なることが見て取れる。今回は分析 1~7 の平

均値をとって議論をおこなったが、分析 1~7 のうちでどの仮定が現実を正しく描写してい

るかについての考察も必要であろう。例えば分析 6 では 𝑛1 = 3.1 となっているため、もし

分析 6こそが正しく現実を描写した分析であるとすると、Ariane5の運用年数が約 18年以

上であれば EGASが正当化されることとなる。この 18年という数字は、Ariane4の運用年

数 15年からみても大きすぎる数字であるとは言えないであろう。 

また、感度分析の結果によると、需要曲線の傾きが大きいほど、𝑛1 の値も 𝑛2 の値も小さ

くなるという傾向がみられる。したがって、需要曲線の傾きの大きさによっては EGAS が

正当化されることは十分に考えられる。 

4. 後期に向けての課題 

・ H2ロケット参入の分析 

   本レポートでは H2ロケットについての議論は行っていないが、最終稿では H2ロケ

ットに関して政策提言ができるようにしたい。 

 

・ 分析 1～7の解釈 

  中間レポートでは考え得る分析をすべて試したが、7 つも列挙すると見づらいので、

それぞれの仮定の正当性について議論し、取捨選択をするべきであると考える。とり

わけ、現実への妥当性から、Arianespace は EGAS の援助を受ける場合には利潤最適

化行動を取っていないという仮定を置いている分析 3 や分析 5 を軸に分析を進めてい

くべきであると考える。また、分析の結果の解釈についても、より現実にインプリケ

ーションのある形で議論するべきである。 

 

・ マイナーチェンジに関わる固定費用の扱い 

   Ariane5 は 1996 年に Ariane5G の運用が開始されたことに続いて、2004 年には

Ariane5G+の運用が、そしてさらに幾つかの派生モデルがあり、2002 年から

Ariane5ECA の運用が開始された。最初の開発に関わる固定費用とマイナーチェンジ

に関わる固定費用を本稿では明示的に区別して取り扱わなかったが、議論が必要であ

る。 

 

・ ILSの参入阻止行動について 

   本レポートでは Arianespaceの 1 期間の利潤が負となるように ILSは行動していた
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が、将来にわたっての利潤の和が負となるように行動することも考慮すべきである。 

 

・ 需要曲線について 

   本レポートでは需要曲線の形状については考察を行っていないが、その形状につい

て何らかの推察を行うことが出来れば、より現実にインプリケーションのある結果を

得ることができると考える。 
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Appendix: 感度分析 

 ここでは、分析 1~7 の結果が需要曲線の傾き 𝑏 の大きさによってどのように変化するか

を分析する。先述のように、分析 2を除けば、 𝑏 が大きくなればなるほど、𝑛1 の値も 𝑛2 の

値も小さくなるという傾向が見て取れる。 

  

http://www.murc.jp/fx/yearend/index.php?id=2009
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